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要 旨

双方向的な越境汚染が存在する場合の非協力的な環境政策の態様と援助政策の有効性を,二つの小国から

構成される国家間の資本移動が可能であるような特殊要素モデルを用いて考察 した。分析の結果,o)他の事

情が等しいならば,資本の賦存量が少ない国ほど緩やかな環境政策を採用すること,(1)厳格な環境政策を

採用 している国から緩やかな環境政策を採用している国の汚染処理活動への支援はパレー ト改善をもたら

すこと,(111)あ る政策手段の利用がガバナンスや制度上の問題で制約されている国に対して, この制約を緩

和するような援助は,一定の条件の下でパ レー ト改善をもたらす, ことを示した。
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1 は じめに

東アジア諸国は,貿易や直接投資,人的資源の移動といつた経済活動のみならず,域内の

環境保全活動においても相互依存の度合いを強めつつある。とりわけ,環境への負荷が国境

を越えて生ずる越境汚染は,こ の地域における共生を考える上で避けて通れない問題である。

近年,東アジアにおける国際河川や海洋,大気に関する越境汚染の実態が報告され,その重

要性が認識されるとともに,解決への途が模索されている
1.

越境汚染は,経済学では負の外部効果,あ るいは負の国際的公共財 という概念によって捉

えられる
2.こ

れらは市場の失敗をもたらし,資源配分の非効率を生みだす。問題が一国内

にとどまるならば,政府が課税や市場の創設等の手段を用いてその非効率を修復できる.し

かし,越境汚染の場合,た とえ一国内において政府が自国民の厚生を最大にする政策を選択

しても社会的にみて効率的な資源配分は達成できない3.

本章は,東アジア地域が直面する経済状況を考慮 しつつ,越境汚染を巡つて非協力的に実

行される環境政策の帰結と効率性を改善するための政策を,標準的な環境経済学の理論に沿

って考える
4。

これによつて,環境保全を通じた相互依存の中で東アジアの共生を考える手

がかりを得たい。

東アジア地域における環境政策を考えるとき,経済活動の成長 とその水準でみた多様性に

注意せねばならない。図1は東アジアにおける人ロー人あたり国内総生産 (GDP)と その成長

率をプロットしている。ここから明らかなように,東アジア地域には急速な経済成長を遂げ

つつあるがその水準はなお低い新興国と,高い成長は期待できないものの既に十分に高い所

得水準に到達した成熟国が並存している.

図1 東アジアにおける一人あたりGDPと 経済成長率

1000                     :0000

-人あたりGDP(単位 :usドル 20:0年 )

注 :イ ンドネシアを除くASEAN10,香港とマカオを除く中国,韓国,台湾, 日本

資料 :国連貿易開発会議(lINCTAD)統 計<httpノ /unctad org/en/Pages/Stadsucs aspX>(2012年 6月 6日 取得)に 基づき作成
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たとえば,Mckong Rivcr Commission(2008),Quah(2002),柳 ・植田(2010)な どを参照 .

国際的公共財の概念とその類型については,Arcc and Sandlcr(2002)を 参照

たとえば,井堀 (2005)を 参照 .

国際経済と環境の関わりについては,Copchnd and Taylor(2003)や 柳瀬(2011)を 参照 .
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図2 東アジアにおける対内直接投資 (対GDP比 )の推移
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注 :ASEAN10に ついては域内の投資を相殺 しない単純合計値に基づ く

資料 :国連貿易開発会議(tINCTAD)統 計<h‖pノ/unctad Org/cn/Pagcs/Slads6cs aspx>(2012年 6月 6日 取得)に 基づき作成
に基づき作成

このような多様性は,環境政策の協調を図る上で阻害要因とも促進要因ともなる。新興国

にとつては,経済成長を阻害するかもしれない環境政策の強化には抵抗があろう。成熟国は,

新興国に由来する越境汚染が環境負荷の増大をもたらし,厚生が悪化することを懸念するだ

ろう。したがつて,政策協調は困難になるかも知れない。一方で,国家間で環境に対する評

価が異なることは,取引によつて相互の厚生を改善できることを意味する。国際的な協調や

援助のあり方とその具体的な仕組みを提示することは,東アジアにおける共生の可能性を探

る上で不可欠である.

また,東アジア地域は資本移動の面でも多様である.図 2は2000年以降のASEAN10と 韓国,

中国,台湾,日 本における国際収支ベースでみた対内直接投資純計額の対GDP比 を示してい

る.ASEAN諸国や中国が直接投資をほぼ継続 して受け入れる一方で, 日本や台湾はこの期

間を通じて対外直接投資の実施国である.こ のような実態を考えれば,開放された資本市場

を前提として環境政策を考察することが求められる.

加えて,東アジア地域の諸国は,実効的な環境政策を構築するためのガバナンスの質の面

でも相違がある。図3は,世界銀行によるガバナンス指標のうち,東アジアにおける政府の

有効性スコア (推計対象国の順位でみた百分位表示)を図示している。環境政策を遂行するた

めには,法的な根拠と実効性を持った監視や調査といった活動が求められる。各国のスコア

の隔たりを見ると,公共部門の制度や能力等の要因によって,利用可能な政策手段が限定さ

れる国があるかも知れない5.
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5た とぇば,JOncs(2006)は ASEAN越境煙霧協定 (ASEAN Agrcemcnt On TransbOundary Hazc POllu● on)の実効性 を担保するための課題 として,ィ ン ドネシアにおけるガバナンス と行政上の問題を指摘 している .



図3 東アジアにおけるガバナンス指標 ―政府 の有効性 ― (2010年 )

資料 :世界銀行 “Govcmancc lndicators''<httpノ/info wondbank Org/govcmancc/wgiん ndcx asp>(2012年 6月 14日 取得)に
基づき作成

国際的な枠組みで環境政策のあり方を考察することは東アジア地域に固有の課題ではな

く,世界中の各地域において観察される問題である.それゆえ,理論分析だけに限定しても

膨大な研究成果の蓄積がある.本論の焦点のひとつである資本移動と環境政策の関連を考察

した分析には,Chao and Yu(2007),Tsakiris ct al.(2008),Vlad and Lahiri(2009)な どがある。

Chao and Yu(2007)は ,資本市場が部分的に開放されているような小国経済を考え,そ こ

での関税政策,外国資本の持分規制 と環境政策の相互連関を考察した.環境汚染は工業製品

の生産に伴って発生するとしている.政策に関して何も制約がない状態では,完全な自由貿

易と資本の持分規制の撤廃,ピグー税の賦課が最適政策になる.しかしながら,当 初,関税

が課されている状態からその引き下げを通じた貿易自由化は,資本輸入の自由化を促すとと

もに,汚染税の引き下げを通じて環境水準が悪化することを示した。

Tsaktis et al.(2008)は ,都市と農村から構成される小国経済において,都市部でHaris and

Todaro的 な失業が存在することを想定して,資本移動が存在する場合 としない場合の最適政

策を比較した.環境汚染は都市部における生産活動によつて発生する。彼らは,資本移動が

自由であり,政府が汚染税 と資本税を同時に選択するとき,最適な資本課税政策は汚染がな

いときと比較して資本流入を抑制するものであることを示した .

Ⅵad and Lahiri(2009)は 越境汚染を考慮した南北モデルを用いて政策の相互依存関係を考

察している。経済は南と北の二国で構成されている.南では経済活動に伴って汚染物質が発

生し,北は南からの越境汚染の被害を受ける.北から南には直接投資が行われてお り,南の

汚染防止活動に対する援助も行っている。南では直接投資に対して資本税を課している。こ

のような設定で,互いに非協力的な政策が選択されている状態から,南における外国資本に

対する資本税の減税は,それに対応 した北の援助額の増加が伴 うとき,汚染物質の排出量を
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削減 し,両国の厚生を改善することを明らかにしている。

Chao and Yu(2007)や TsakinS et al.(2008)は ,資本移動の有無によって最適な環境政策が変

化することを示 した興味深い分析である.ただし,1国 の環境政策に焦点を当てており越境

汚染は取り上げられていない。また,Ⅵad and Lahri(2009)は 越境汚染による相互依存関係

を検討 しているが,南から北への一方的な越境汚染を考えている。

これらの先行する研究に依拠 しつつ,本論では以下の諸点を考察したい。第一に,資本が

国家間を移動可能であるような経済において,双方向的な越境汚染が存在するときの社会的

にみた最適政策と各国が非協力的に決定する政策の異同を検討する.特に,各国の要素賦存

量の相違が,非協力的な環境政策に与える影響を検討する。これによつて,東アジア地域の

諸国における資本移動の態様と環境政策の関連を考えたい.さ らに,図 3で示されているよ

うなガバナンスの相違を考慮すれば,各国が非協力的な意味での最適政策さえ実行できない

場合があるかもしれない.そ こで,政策手段の一部が制約されている場合に生ずる環境政策

の歪みを考える。

第二に,非協力的な政策均衡から出発 してパレー ト改善をもたらすような所得の移転や援

助の可能性を考える.と くに,Vlad and Lah■i(2009)やLahiH et J.(2002)で 考察されているよ

うな,厳格な環境政策を採用している国が緩やかな環境政策を採用している国へそこでの環

境政策の強化と引き換えに所得移転を行 うことでパレー ト改善が可能であることを見る.さ

らに,ガバナンスの低さゆえに緩やかな環境政策を採用せざるを得ない国に対して,環境政

策の強化を可能にするような制度構築や執行上のノウハウ等の移転は一定の条件の下でパ

レー ト改善に導くことを見る.

本論の各節は以下のように構成される。次節では財市場と資本市場が開放されている特殊

要素モデルを示 し,第 3節ではそのモデルに基づき環境政策が汚染の水準や生産に与える影

響を考察する.第4節では,各国による非協力的な環境政策の選択とその資源配分上の帰結

を明らかにする。第5節では環境政策の一部が制約されている場合に非協力的な環境政策が

どのように修正されるかを考える。第6節では,関係するすべての国の厚生を改善するよう

な国家間の援助政策を考える.最後にまとめを記す。

2 モデル

モデルは,Batra and Ramachandran(1980)に よる分析を噌矢とする古典的な特殊要素モデル

に越境汚染を組み込んだものである。人口規模が同一であるような二つの小国を考え,こ れ

らをA国 とB国 とする。それぞれの国には,資本と労働を投入して工業製品を生産する工業

部門と,土地と労働を投入 して農産物を生産する農業部門がある。資本は工業部門の特殊要

5



素であり国家間を移動できる.労働は部門間の移動はできるが国家間を移動できない。土地

は農業部門の特殊要素である.

ズ=A,B)国 に お け る 工 業 製 品 の 生 産 量 をノ と して ,ェ 業 部 門 の 生 産 関 数 は ,

χ
J=″夕

(κ
″

,ノリ の よ うに表 され る。 ここでrリ
イ
と二

″
は,J国の工業製 品を生産す るため

に投入 され る資本 と労働 を表す。また,1単位 の工業製品を生産す る と1単位 の汚染物質が発

生すると考える.J国における農産物の生産量をノと表し,そ の生産関数を y」 =〃
Jγ

(SJ,ノ
γ

)

と書く。ここでメとん″はそれぞれJ国 で農産物を生産するために投入される土地と労働を表

す.ど ちらの産業も,生産要素の投入量に関して1次同次の生産技術を持つと考える。また ,

両国における各産業の生産技術は同一であり,均衡ではどちらの財も生産されると仮定する.

財市場は完全競争市場だと仮定する。したがつて,各財の単位費用は財価格に等 しくなる.

生産関数におかれた仮定から単位費用は要素価格のみの関数 となる。農産物を価値基準財と

してその価格を1と する。工業製品の相対価格をメとすれば,完全競争市場なので,J∈ {И,B}

について,

cЛ (″
ノ

,″
J)=′′,                 (1)

θ″(フ
ノ,SJ)=1,                   (2)

が成り立つ.こ こで,ノはノ国における賃金率,/は資本の価格(レ ンタルコス ト),ノは土地

に対する報酬を表す .

両国は小国なので資本の価格は世界的な資本市場で決まる。その水準をrtと する。J国政

府が国内で投入される資本に対して1単位あたり/円 の資本税を課すとすれば,J国内の資本

レンタルは以下のように表される.

′
J=rⅢ

+′
J

工業製品の消費者価格も世界市場で与えられており, これをPと する。J国 内の生産者は,

工業製品を1単位生産するごとにzJを 発生した汚染物質の処理費用として後述の環境産業に

支払 う。したがつて,J国内の生産者が直面する生産者価格〆は以下のように表される.

PJ =P-zJ (4)

(1)式 ,(3)式 と(4)式から,賃金率は,財 と資本の世界価格,資本税,単位あたり処理費用

の関数となり,以下のように表される
6.

lty=ッ〆(r・ +′
」
,P― zノ ) (5)

ここか ら, ザ*=プ =―εだ /θ≠
Y<0,ぶ

=―C=1/θF>0で あ り,資本税や汚染処理費用の

上昇は国内の賃金率 を引き下げる
7.ま

た,(5)式 と(2)式か ら,土地への報酬 もまた,財 と資

6導出は付録 1を参照 .

7下つきの添え宇で当該変数に関する偏微分を表す。たとえばc(Y三 ∂Cバ /A4・
ノである



本の世界価格,資本税,単位あたり処理費用の関数となり,資本の価格が上昇すれば土地ヘ

の報酬は上昇 し,工業製品の価格が上昇すれば土地への報酬は低下する.

各国には自国内で発生した汚染物質を環境と労働を投入 して処理する環境産業が存在す

る
8.汚

染処理の技術は環境と労働の投入に関して1次同次だとする。環境の投入は汚染物質

の排出を通じて人々に環境被害をもたらす。汚染物質を処理するための要素投入の組み合わ

せは環境産業の生産者に委ねられている.ただし,環境を投入する際には1単位あたり9ノ円

の課徴金を政府に支払 う。以後の分析では9」を「環境の潜在価格」と呼ぶ.環境の潜在価格

は政府が政策的に決定する.環境産業において1単位の汚染物質を処理するための単位費用

をεκ(9ノ ,ノ )と する。ここで賃金率は(5)式によって与えられる.環境産業の単位費用は,

cJG (qJ ,nd ) = qt ,'ro * n/ ,'"o ,

のような形で与えられる
9.

環境産業では汚染物質を処理する際に,工業部門から1単位あたりz」 の対価を徴収する。

一方,政府からε」G一 zJの補助金を受け取る.も しも,汚染物質の処理がすべて政府の負担

で行われているならば zノ =0であり,すべてが生産者の負担によつて行われているならば

zノ =ε
ノGで

ぁる。

環境の潜在価格と賃金率が与えられると,環境産業の費用最小化行動より労働の投入係数

が定まる。J国内でχ′だけの工業製品が生産されると,環境産業で投入される労働は,(6)

式より,Z」
G=cfχJ, 

となる。また,J国 から排出される汚染物質ωウま以下のように表さ

れる。

D」 =C′χJ・                 (7)

J国 において財の生産に投入できる生産要素は, 自国民が保有する資本

“

),労働にう,土

地(ごソ らヽ環境産業で投入 される労働を差 し引いて,外国か らの資本流入(→を加 えたもの

にな り,こ れをベク トル vJPで表す と,

V″ =[κ
′+Fノ ,ノ ーεfχ

J,SJ],              (8)

となる。もしもFノ が正であればJ国 は資本輸入国であり,負であれば資本輸出国である.

J国における家計の効用(めは, ノ=ν
ノ
(フ
ノ
,,ノ )_ノリ,の ように表されるものとする.こ

こで,χノ
,7プ はそれぞれ,J国における工業製品と農業製品の消費量である。汚染による

被害は越境するので,両国の家計が直面する環境汚染の水準(D)は等しく,以下のようにな

る。

D=D′ +Dθ .

(6)

(9)

8し たがって,発生 した汚染物質は非貿易財だ と仮定 している
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また,β(>0)は 環境への負荷が人々の厚生に与える限界的な損失を表す。

家計は自らの可処分所得と環境汚染の水準を与件として,効用を最大にするように行動す

る.J国家計の行動は以下のような支出関数で表される。

EJ(P,ノ +βD)=夕
|ル

{Pχ
J十 フノ

:ツ ≧νJ,D=DИ  tt DB}. (10)

ここで,E/>0, Eん >0,だ とする。すなわち,所得の限界効用は正で逓減する。また ,

環境汚染が進行 したとき,効用を一定に保つために老、要とされる所得は ノ
"/>0で

ある。

以下ではβgノ を環境に対する「限界的な支払意思額(MWTP)」 と呼ぶ。 Eん >0であるから

MWTPは所得が高いほど大きい。すなわち,所得水準が高い国ほど環境を高く評価する。

J国政府は,環境政策の手段として,環境の潜在価格,汚染処理の費用負担,資本税率を

持つ。このほかに,財政収支を均衡させるために国内の家計から一括固定税を徴収もしくは

還付できるものとする。一括固定税を除いたJ国 政府の財政収支の黒字を♂と書くと,

Gノ =タ
ノDJ+(zJ―

`κ
)χ

J+′J(κJ+FJ),
(11)

である.右辺第1項は環境の投入からの課徴金収入であり,第2項は環境産業への補助金支出

(zノ <θ
κの場合)も しくは税収 (zJ>cκ の場合)を表す.第 3項は資本税からの税収である.

(11)式で,GJ>0な らば財政余剰が家計に還付され,Gノ <0な らば不足分が一括税で賄われ

る.

民間部門の生産活動は以下のような収入関数によつて表される
1°

.

R」 (ノ ,VJP)=,レ {ノχ
ノ +γJ:(χ J,yJ)∈

ψ(VJP)}・ (12)

ここで¢(VJP)は J国 における工業製品と農産物の生産可能集合を表す。収入関数の性質と(3)

式より,均衡では

Rμ (ノ ,VJP)一″*― ′J=0,

が成り立つ。一方,汚染物質の排出量と処理量の関係と(4)式 より,

(13)

R/(′」
,VJP)一 χJ=0,                  (14)

が成 り立たねばならない.財,資本の世界価格 と政策変数の値が与えられ,賃金率が(5)式

によつて決まると,(13)式 と(14)式 より資本流入量と工業製品の生産量が定まる.

」国の家計が得る可処分所得は, 自国民が保有する要素所得から税負担を控除して得られ

る.し たがつて,(10)～ (12)式 より所得支出制約は,以下のように表される。

Eノ (P,ソ
」+βD)― R′ (′

J,V″
)+rⅢ FJ一 zノχ

J=0.
(15)

1° 詳細は付録 2を 参照 収入関数の性質か ら,R/>0,Rμ >0,R」 >0,Rご >0で ある また,R浄 >0,

R粂 >0,Rた >0,R海 <0であぅ 生産要素に関す るヘ ッセ行列は負値定符号であ り,Rを <0,R危 >0,

R鳥 <0, R左 <0, RA>0, R島 <0である.



他国に由来する環境汚染の水準が与えられると,(13)～(15)式からJ国 の厚生が定まる。

3 比較静学分析

環境政策の効果とあり方を考える上で,工業製品の生産量と資本流入量,汚染物質の排出

量が重要な役割を果たす。この節ではモデルの供給側に注目した比較静学の結果を示す .

(13)式 と(14)式 を,(5)式 を考慮してノとF/について解くと,均衡における政策変数や要素賦

存量の変化が工業製品の生産,資本流入量,汚染排出量に与える影響を考えることができる.

J国 における環境政策の変化が工業製品の生産量に与える影響は,以下のようにまとめら

れる
11.

したがつて,環境の潜在価格,資本税率,汚染処理の費用負担のいずれが上昇しても工業製

品の生産量は減少 し,汚染物質の発生量も減少する.

工業製品の生産量が減少すると海外からの資本流入量は減少する。この効果は以下の式で

表される
12.

χノ=―
εttχ」

<0,

〃=77fl::7「
[等

+宅等]く

Q

χy=cF ttc′Y[1lil:L― R/P+(1;′
;l]<0・

イ =`μ召 <0,

4J=ε≠Y寺 +cfXXl<0,

FJ=ε イ
(RARttP+c/YR浄

+θμ 鳩 <0.

(16a)

(16b)

(16c)

(17a)

(17b)

(17c)

環境政策の強化は,汚染物質の発生量を減少 させると同時に汚染処理における環境の投入

係数を小さくするので,排出される汚染物質の量を必ず減少 させる.(7)式 と(16)式 より,環

境の潜在価格が上昇すると,排出量は ,

11導 出は付録 2と 付録 3を参照 .

12導出は付録 2と 付録 3を参照

イ =イχ′+√召 <0,
(18a)

9



のように変化する。資本税と汚染処理の費用負担についても,χ ∈
{′

J,ZJ}と して,以下の

ように表される。

α =ε′ゼχ」+(f対 <0・ (18b)

次に,自 国民が保有する要素賦存量の変化が工業製品の生産量,資本流入量,汚染物質の

排出量に与える影響を考える。要素賦存量の増加が工業製品の生産量に与える影響は,以下

のように表 される
13.

χζ=
―ε√

孝 -1,

〃 =εμχピ>0,

マ =εμχζ<0・

<0.

(19a)

(19b)

(19C)

(20a)

(20b)

(20c)

(21a)

(21b)

(21c)

(cF+θ♂)crγ

資本は自国民,外国民のいずれが保有しているものであっても完全に代替的だと考えてい

るので,(19a)式の結果を得る。労働の増加は工業製品の生産を促す。土地の賦存量が増加

すれば,農業部門での雇用が増加 して他の部門で雇用できる労働が減少するので工業製品の

生産は減少する。

資本流入量への影響は,以下のようになる
14.

(20a)式から明らかなように自国民が保有する資本の増加はこれをちょうど相殺するように

外国資本の流出をもたらす。労働 と土地は工業製品の生産量の変化に資本の投入係数を乗 じ

ただけの変化を資本流入量に与える。

環境汚染の水準に与える影響は,(7)式 と(19)式 より以下のようになる.

D乏 =θ′
Gを =0,

珂 =ε′対 >0,

イ =C′χζ<0・

一定の環境政策の下で,自 国民が保有する資本の増加は汚染物質の排出量に影響を与えない .

また労働賦存量の増加は汚染物質の排出量を増加させ,土地の増加はこれを減少させる。こ

13こ こで労働の増加は,人 口の増加ではなく効率単位でみた労働力の増加を意味する.

14導出は付録 2と 付録 3を参照 .

10
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の結果は,あ る国で生産要素の蓄積による経済成長が生じたときの環境負荷は,増加 した生

産要素に依存することを示 している.

4 環境政策の選択

(1)社会的にみて最適な政策

最初に,社会的にみて効率的な環境政策を明らかにする.効率的な環境政策の下では,他

国の厚生を不変に保ちながら,あ る国の厚生を今以上に改善できないというパレー ト最適の

状態が実現 している.最適な環境政策を求める問題は,国家間での所得移転が可能ならば ,

Σ [Eノ (P,夕
J+β D)― Rノ (′

J,V″
)+だ Fノ zJχノ

]=0,
」=′ ,B

(22)

ただ し,

であ り,xノ =[βザ +ρイ ー9′ ,一′
J,Cκ ―z」 ]rで ある

15.(16)～
(18)式を書 き下 して計算すれ ば ,

Ω
Jは

正則 であることがわかるので,(23)式左辺 の係数行列 もまた正則 である
16.

(23)式から,社会的にみて最適な環境政策は以下で特徴づけられる
17.

βEノ +βE′ =夕
′
=夕

θ
,

′′=′
B=0,

Zノ =ε
yC‐

,ルИ,3.

この結果は,社会的に最適な環境政策を考える上で標準的なものである.

(24a)式は,環境の潜在価格は支払意思額の総計と等 しく設定されるべきであることを述
べている.あ る国において環境への負荷が限界的に高まると,人々の厚生は貨幣単位で測っ

|:青凛ig,贔言
Tはベクトルの転置を表す

lフ

導出は付録 4を 参照 .

(24a)

(24b)

(24c)



てMWTPだ け減少す る.環 境汚染は越境す ると考えていたのだか ら,社会全体では

ΣJ=ズ ,BνMP」 だけの損失が発生する。したがつて,汚染処理において1単位の環境を投入

する際に考慮されるべき潜在価格は,MWTPの総計に等しく設定されるべきである.ま た,

社会的に最適な状態では環境の潜在価格は両国で等しくなる.

(24b)式 より最適な資本税の税率はゼロである。資本税の税率をゼロから引き上げると,

当該国では資本が希少になり賃金率は低下するので,特殊要素への報酬は増加するが,死荷

重の発生によつて総所得は2、ず減少する.逆に,資本税の税率を引き下げると賃金率は上昇

するが,やはり総所得は減少する。政府は一括固定税を自由に利用できると考えているのだ

から,環境の潜在価格と発生者による費用負担によつて外部不経済を完全に内部化できるな

らば,資本の自由な移動を歪める政策は望ましくない.

(24c)式は,汚染者負担原則を述べている。すなわち,汚染物質の処理費用はそれを発生

させる生産者の負担によつて過不足なく賄われるべきである。この意味で環境産業に対する

財政支援や課税は望ましくない .

(2)非協力的な政策均衡とその性質

各国が互いに他国の政策を与件として,自 国の厚生を最大にするように環境政策を選択す

る状況を考え,そ こで選択される政策を検討する。所得支出制約である(15)式を(16)～ (18)

式に注意して各国の政策変数で微分 して一階条件を求めると,以下のように整理できる。

Ω」量ノ=0.                   (25)

ただ し,7ノ ≡[βリ ー〆 ,一′
J,6κ ―zJ]Tで あ る。 Ω

Jは
正則 だ つたか ら,非協 力的 な均衡 にお

い て選 択 され る政策 は,以下 の よ うに特徴 づ け られ る。

9」 =βEノ
,

′」=0,

z」 =6JG.

(26a)

(26b)

(26c)

(26a)式から,非協力均衡では環境の潜在価格が国内の家計のMWTPと 等しく設定される.

このとき, 9J=νZP′ <Σノ=′ ,BνZP/であるから,環境の潜在価格は社会的な最適水準

と比較して低すぎる.ま た,非協力的に選択される環境の潜在価格は両国で等しくなるとは

限らない。

(26b)式 から,資本には課税 しないとい うルールは非協力的均衡においても最適政策の条

件である。もちろん,海外からの投資を引き込むために国内で投入される資本に補助金を与

える政策も望ましくない .

(26c)式から,汚染者負担原則は社会的最適を実現する上での必要条件であるとともに ,

う
乙



非協力的に環境政策が選択される場合においても最適なルールであることがわかる。ただし,

環境産業における汚染処理の単位費用は環境の潜在価格に依存するので,レベルで見た費用

負担が社会的な最適水準に一致するわけではない .

非協力的な環境政策のルールに関する歪みは,も つぱら環境の潜在価格に現れる.も しも

各国が環境政策の決定において汚染者負担原則を逸脱するようなルールを採用しているな

らば,それは非協力的な行動に起因するのではなく,制度や実務上の制約によるものかもし

れない。同様に,資本に対する課税や補助金は,非協力的な環境政策の帰結ではなく,他の

理由によることが考えられる。

非協力的に決定される環境の潜在価格の水準はどのような要因に依存するのだろうか.言

いかえれば,緩やかな環境政策と厳格な環境政策を採用する国の相違は何に求められるのか。

次項ではこの問題を考える。

(3)要素賦存量と環境政策

本項では,非協力的に決定される環境政策の水準を,要素賦存量の相違に着目して考える.

(24b)式 より,均衡では常に資本に課税 しないことが選択されるので,/-0, とする。また,

汚染者負担原則も選択されるのであるから,zノ =cκ , とする。J国 の初期の均衡は以下の

式で表される.

βДノ(P,夕
」+βD)-9J=0,

E」 (P,夕
J+β D)― RJ(P― θ

κ
,vJP)+〆 FJ― cJGχ J=0.

両国において上式が成 り立つような均衡から,B国の要素賦存量が変化したとする.こ の

変化が両国の環境政策と厚生に与える影響は,これらの式を環境の潜在価格 と効用,B国の

要素賦存量に関して微分 して(16)～ (21)式を用いて整理することによって,以下のように表

される.

「
2=Φθ,3

(27)

こ こで ,

であ り, メ ≡β
2EJ Dメ _1<-1,で ある。また,2≡ [め

′
,ん亀鉤

′
,鉤

B]「 ,である。(27)式

右辺の行列は以下のように定義 される .

「

≡



β2瑚ィ
β2琳珂

β琴イ
ー″β

また,,B=[κ 3,死3,あB]7で
ある.det「 =イ E′△′△∂>0なので,要素賦存量の変化が非協

力的均衡で選択される環境政策 と厚生に与える影響は ,

2=「 lΦ β◆θ
, (28)

のような形で与えられる。

最初に,要素賦存量の相違が自国や外国の環境政策に与える影響を考える。(28)式 より,

B国での要素賦存量の変化は,A国の環境政策に影響を与えない。すなわち,″И
/グ/3=0が

/B∈ {κ
B,ノ

,SB}に ついて成り立つ。ただし,こ の結果は効用関数の特定化に起因するもの

である。

B国 の要素賦存量の変化が,B国 自身の最適政策に与える影響は,(28)式 から以下のように

まとめられる
18.

剃
剃
剃
響

〃

〃

〃

:::}=一≪艦>Q

係=―」鶴蹴努虫>Q

4=―
β琳
じだ

+め
.

(29a)

(29b)

(29c)

(29a)式から,他の条件が同一ならば自国民が保有する資本が多い国ほど厳格な環境政策

を採用する。これは資本移動が自由なため,工業製品の生産量は自国民の保有する資本とは

独立に決定される一方で,自 国民が保有する資本が多いほど,国民ベースでみた所得は大き

くなるのでMWTPが上昇するためである,ま た,(29b)式から,労働の賦存量以外は全く同

一の二国を考えると,労働豊富国ほど厳格な環境政策を採用する。

一方で,(29c)式をみると,土地の賦存量が大きい国がどのような環境政策を採用するの

かは,一概には言えない。これは,土地の増加が所得の増加をもたらし,MWTPを 引き上げ

る効果を持つと同時に,土地の増加によつて工業製品の生産が減少するので,他の事情を一

定とすればMWTPが低下するためである.■ r≡
wプ (θF+θイf)/P,等 ≡〆ε″ /Pの ように

定義して,(29c)式 のカッコ内を書き下す と,以下を得る.

夕βイ +SB≧ 0⇔ α″一らイ≧0・

18詳細は付録 5を 参照 .
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ここか ら,農業部門において土地への報酬シェアが高いほど,ま た,汚染処理の過程 も含め

て工業製品の生産活動を捉えた労働投入の報酬シェア(■つが高いほど,厳格な環境政策が

選択 されやすい。

まとめると,自 国民が保有する資本,も しくは労働の賦存量が大きい国ほど,高い環境の

潜在価格を設定するとい う意味で厳格な環境政策を選択する。逆に,資本の多くを対内直接

投資に依存 している国は緩やかな環境政策を採用する誘因を持つ。

次に,要素賦存量の変化が厚生に与える影響を考える.B国 における要素賦存量の増加は ,

B国 自身の厚生を必ず改善する。つまり,(28)式 より,イ (励
B/江

わ =wB,イ (力
3/″(B)=′ 3,

二無力
B/が 3)=s3で

ある。

一方,B国の要素賦存量の変化がA国の厚生に与える効果は,

畔#=デイ#>Q

畔等=9/(D′子―Df)

(30a)

(30b)

(30c)野#= ０＞
Ｂ

Ｓ△＋門
い

〆
一ゲ

＋イ９
‐
一♂

となる
19.(30a)式

と(30c)式 より,B国において資本や土地の賦存量が増カロすれば,A国 の厚

生も改善される.(30b)式で示されるように,労働の増加がA国の厚生に与える影響は定まら

ない。労働の増加には,環境政策の強化を促す効果と工業製品の生産量を増加させる効果が

ある。前者はA国の厚生を改善する方向に働き,後者はこれを損なう方向に作用する.

このように,ある国における資本や土地の外生的な増加は当該国のみならず,外国の厚生

も改善する。逆に,気候変動等によって予期しない外生的な農地の毀損が生じたとき,当該

国の厚生が損なわれるだけでなく,生産活動が工業部門にシフ トし,環境負荷の増加を通じ

て他国の厚生も悪化させる.労働の増加は他国の厚生を損なうこともある.

5 政策に関す る制約が あるときの非協 力均衡

前節では政府が一括税の利用も含めて,自 由に政策手段を選択できると考えていた.し か

し,実際の政策決定では政策手段を自由に選択できないかもしれない.環境の潜在価格を適

切に設定することは,国 内外の利害関係者の働きかけ等で困難であるかもしれない.資本税

についても,産業政策や所得分配上の配慮を理由として,環境政策とは切 り離 して意思決定
がなされる場合もあろう。発生した汚染物質を財政資金の投入なしに処理することは技術的
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に困難かもしれない。

本節では,3つの政策手段の うちひ とつが固定 されていると考える。このとき,他の政策

手段に関す る最適条件が どのように修正されるのかを検討する .

まず,環境の潜在価格が 7Jに 固定 されているとしよう.(25)式からタ
ノ
に関する条件を取

り除き,〆 =7ノ として解 くと,非協力的な均衡における資本税 と処理費用負担は以下のよ

うに表 され る.

lε

ス「」zJ]=        II:%二野J]・
           (31)

ここで, 尋
Jχ
」―χ/弓

ノ>0, χタイーンχ
7′
Dノ <0, 4JDノ ー4セイ>0, となることが,(17)

～(19)式 よりわかる
20.

(31)式 より,環境の潜在価格がMWTPよ りも低い水準に制約されているとき,資本に対す

る税は負,すなわち補助金が最適政策となる。また,企業の汚染処理負担は単位処理費用よ

りも高い水準に設定される.汚染物質の排出を削減するためには,生産者の費用負担を引き

上げて工業製品の生産量を減少させることが必要となるが,費用負担の引き上げによつて賃

金率は低下する。したがつて,労働市場に歪みが生じ,こ の歪みを緩和するために資本税の

引き下げが求められる。

次に,資本税の税率がア
プの水準で固定されているとしよう.こ のとき,(31)式の導出と

同様の手順を経て,最適政策は以下のようになる.

[1111']= 可〃 ―χノ珂

ここで,イχ」―χタイ>0,χタプー弓イく0,可イーDタプ>0,である].

したがって,資本税率が正 (負 )の水準で固定されているとき,環境の潜在価格はMWTP

よりも高く(低 く)設定される。また,企業の汚染処理負担は単位あたり処理費用よりも低い

(高 い)水準に設定される。たとえば,事後的にみて同一水準の可処分所得を得ている国を比

較すれば,資本税を課している国の方が緩やかな環境基準の下で多額の財政支出を伴 う環境

政策を実施 している.

最後に,工業部門の生産者に環境処理費用の全額を負担させることができない場合を考え

る.すなわち,彼 らの負担は,cκ ―ア」>0,の水準に固定されている。このとき,非協力

的な行動の下での」国の最適政策は以下のように表される。

D/E′ ノ

20詳
細は付録 4を 参照 .

21詳
細は付録 4を参照 .
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ただし,可イー見たイ>0,イχ」―イイ >0,可χ/一 イχノ>0,である22.

(33)式は,企業に対して,汚染処理費用の負担を完全に求めることができないとき,環境

の潜在価格はMWTPよ りも高く設定され,正 の資本所得税率が選択されることを示 している。

たとえば,均衡における所得水準が同じであり,同一水準の環境汚染に直面している国々を

比較すれば,汚染者負担原則が確立されていない国のほうが,閉鎖的な政策を採用 している.

このように,あ る政策手段の利用が制約されているとき,他の政策手段における最適なル

ールは変化する。ただし,制約によつて価格や所得もまた変化するので,ルールで見れば緩

やか (厳格な)環境政策が採用されても,レベルでは環境政策が緩和 (厳格化)さ れるとは限ら

ない23.

6 国際的な援助政策の厚生効果

(1)協調の困難性

前節で述べたように,関係する国々の間で環境政策が非協力的に実行されているとき,均

衡においては非効率が発生する。したがつて,政策協調によつて関連する全ての国の厚生を

改善できる.

しかしながら,そ のような政策協調は容易ではない。一国内における政策協調や調整とは

異なり,実効性を持った協調政策を決定できるような上位機関は存在 しない。また,国際機

関での交渉過程において各国が戦略的に行動するならば,交渉の結果として実現する環境政

策が非協調的な均衡で選択される環境政策よりも望ましくなるとも限らない24.

加えて,(26)式 の最適条件を見れば分かるように,政策協調は包括的なものでなくてはな

らない。もしも各国の裁量に委ねられた政策手段が存在するならば,これらを戦略的に操作

することによつて政策協調の便益は損なわれる。たとえば,環境の潜在価格を(26a)式が成

立する水準まで協調的に引き上げるような拘束力を持った合意が国家間で形成されたとし

よう。すなわち,各国政府にとっては環境の潜在価格がβギ <7の水準に固定されることを

意味する。しかし,他の政策手段についての合意がなければ,(31)式 で示されたように,各

国は資本税を課すとともに,環境産業への補助金を選択する誘因を持つ。したがって,最適

な条件は達成されず,政策協調は期待される効果を十分に達成できない。このことは部分的

な政策協調の限界を示している
25。

直接に環境政策の協調を図るのではなく,緩やかな環境政策を採用している国に対 して財

][II[[鰈[鮒締ili乳営1段[i饒d仰形
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政的な支援を行い,環境政策の強化を促す ことで社会全体の厚生を改善する手法も考えられ

る
26.以

下では援助政策の厚生効果を考察する.

(2)使途の制約がない所得移転政策の効果

最初に,使途の制約がない一般的な援助を考える。当初の均衡は(26)式 で表 されるような

非協力的な状態だとする。この とき,J国 において所得が外生的にグr」 だけ変化 したとする .

環境政策が所得の変化後 も非協力的に選択 されるとして,環境の潜在価格 と厚生の変化は以

下のように表 される。

「
2=0.                           (34)

ここで,6≡ [0,o,グr′ ,ノ7∂ ]rである。

A国 か らB国 へ の所 得 移 転 を考 え , 一グr/=グ7B>0, とす る。 (34)式 を解 く と ,

鉤
И

/グrB=μ現 /Cr)<0,ヵ 3/″B一
β現 /αr)>0で ぁるか ら,所得移転によつて

環境の潜在価格は,援助国では低下 し,被援助国では上昇す る。

所得移転による各国の厚生の変化も,(34)式 を解いて以下のように与えられ る
27.

(35a)

(35b)

ここで,β 2EJ」
可 /r∈ (0,1)でぁるから,当初の均衡において,Eノ ≧」げ ならばB国 (被援助

国)の 厚生は必ず改善される.た とえば,A国 が初期において厳格な環境政策を採用 してい

るとしよう。すなわち,βザ ≧βE′ である。このとき,A国からB国への所得移転は必ずB

国の厚生を改善する
28.

ただし,A国 (援助国)の厚生は改善されるとは限らない。上式からわかるように,プ ≧E′

であればA国の厚生は必ず低下する。また,プ <野 であつても,被援助国が所得の増加に

伴い十分大きな環境の潜在価格の引き上げを行わない限りは援助国の厚生は低下する.特に,

両国において初期に選択されている環境の潜在価格の値に大きな違いがないならば,一般的

な所得移転は援助国の厚生を悪化させ,被援助国の厚生を改善する。

両国の初期における環境政策に大きな隔たりがあるならば,厳格な環境政策を採用する国

から緩やかな環境政策を採用する国への援助は,あ る国の厚生を悪化させることなく他の国

26条件つき援助政策の厚生効果は,貿易の自由化との関連で,Lahin ct J(2002)に おいて考察されている

援助政策に関する理論的分析は,Brakman and van MarrcwJk(1998)を 参照

2フ

付録 5を参照 .

28ただし,国際的な公共財が存在する場合, このこ (

のパラ ドクスと呼ばれる事象が生ずることがある

とは必ず しも自明ではなく,公共財の中立命題や移転

たとえば,IhoH(1996)を 参照
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の厚生が改善されるというパレー ト改善をもたらす.ただし,そ の可能性は,生産技術や選

好に依存する.

(3)環境産業への援助

A国からB国の環境産業への援助政策を考えよう.具体的には,B国の環境産業での雇用

を促すようなA国 による財政的な支援を考える.ただし,各国は援助の実施前後で政策変数

の値を変化させないものとする.

初期において(26)式 で表されるような非協力的な均衡にあるとして,B国 の環境産業で労

働投入量を乙κだけ増加させることを考えよう。このような増加は環境産業における労働

の投入係数を上昇させる。この効果を考えるために環境産業での要素価格に仮想的なパラメ

ータ
`」

を導入して,ノG=θ
fC(9B,wθ

~`3)χ B, 
と書く。環境産業における労働投入の増加

が,工業部門の労働投入量を減少させることを考慮すれば,環境産業における労働の投入係

数は以下を満たすように変化する.

(1+ε′
Gχ

f)乙
BG=―εttχ

Bル B.

上式と(18b)式 より,環境産業における雇用の増加によつてB国における汚染物質の排出量

は以下のように減少することがわかる.

(36)

A国 は,削減された排出量をB国の価格で評価 して,そ の相当額を同国の環境産業に移転

する。すなわち,(w3+εBGχ
fンノGが B国 の環境産業に援助される。環境産業では,1単位

の労働投入による費用の増加と処理量の減少による収入の減少の合計は″B+ε B6χ
fよ りも

小さいから,こ のような条件つき援助によつて環境産業の収支が悪化することはない。

(25)式を考慮すれば,援助によってB国 の貨幣タームで測つた厚生は,

些生=_θ
B9χ B量生_θ 36χf=_L(ノ +θBGχ

f)<0.

畔′完=ノ +εBGで
,

だけ増加する。一方,A国の厚生は以下のように変化する。

犀艦=(チⅢβ+♂Gχ力・

(37)

(38)

したがつて,も しも9′ >93な らばA国の厚生も改善される.

パレー ト改善が実現する理由は,両国の環境に対する相対的な評価の差異にある。レベル

で見て厳格な環境政策を採用している国は,環境を高く評価をしている.一方で,緩やかな
環境政策を採用している国は,貨幣所得を相対的に高く評価 している,したがって,環境を
高く評価 している国から貨幣所得を高く評価 している国への所得移転は,それに見合った環

19



境の改善が図られるならば,両国の厚生を改善する.前節でみたように,資本輸入国では緩

やかな環境政策が採用される傾向にある。したがつて,越境汚染を通じて関係する東アジア

の成熟国から新興国の環境産業への援助はパレー ト改善をもたらす可能性がある。

環境政策の協調を考える際に,既に経済成長を達成してお り,環境問題に高い関心を持つ

成熟国と,高 い経済成長率を示 しているものの所得水準は低位にある新興国の利害対立が表

面化することがある。(30b)式 で示されたように,新興国において効率単位で見た労働の増

加によつて経済成長が促 されるとき,工業製品の生産もまた増加するので,越境汚染の増加

を通じて成熟国に負の影響を与えるかもしれない.しかしながら,こ の場合においても,成

熟国が新興国の環境産業への援助を通じて汚染排出量の削減を促すことによつて,新興国で

は汚染排出量を削減しなかつた場合以上の経済成長が達成され,成熟国では新興国の経済成

長がなかった場合以上に厚生が改善される.

条件つき援助が機能するためには,条件の履行を監視できる仕組みが必要である。また ,

外国の環境産業への援助は被援助国の政府を介 して実施されることが多いだろう。このとき,

環境政策におけるガバナンスが院路となつて援助の実効性が損なわれるかもしれない。さら

に,前節で述べたように,(26)式 で示された環境政策が新興国において常に選択できるとは

限らない.次項ではこの点に着日して援助政策の効果を考える.

(4)初期において国内政策に歪みが存在する場合

B国では3つ の政策手段のうち一つが,実務上もしくは技術的な理由によつてある固定さ

れた値に制約されていたとする。他の政策については第5節で考察したような政策が選択さ

れている。

このような初期の均衡から,A国からB国 に対 して制約の緩和を可能にするような技術や

ノウハウの移転が行われたとしよう。ただし,そのような移転によつてB国 は他の政策を変

化させないと仮定する。B国における環境政策χB∈ {夕

B,′ B,zB}の
制約を限界的に緩和するた

めにA国が負担する費用をイ >0と する。この場合の両国の厚生の変化を検討する。

最初に,援助を受けるB国 の厚生の変化を考える.初期において政策変数のうちひとつの

政策がア3∈
{7B,F3,7B}の 値に制約されていたとする。このとき,制約が緩和されることに

よるB国 の厚生の変化は,B国の所得支出制約を当該変数で微分して(31)～ (33)式を代入する

ことによつて,以下のように与えられる.

(39a)

(39b)
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E9#= (78 - cBG ) det QB

グ馬B―
げず

(39c)

上式で,ddΩB<0,であり,4Bχ∫―χ′43>0,2つぽ一χ∫D∫ >0,イ馬
β―イ メ >0で

ある
29。

(39)式 より,B国 の政策変数を(26)式で表されるルールに近づけるような援助は必ず

B国の厚生を改善する.

一方, B国 では制約が緩和された変数以外の政策を一定に保つと考えていたので,A国の

厚生の変化は,政策変更による汚染物質排出量の増減に依存 し,IB∈ {7B,FB,7β }について

以下のように表される.

野 #=-9′イ ーイ・      
“

の

すなわち,B国 における環境政策が,βザ >73,7θ <0,ア〃 <cBGが 成立するという意味で,

制約のない非協力的均衡におけるルールよりも緩やかな水準に制約されており,こ れを緩和

するための援助費用が十分に小さいならば,A国 の厚生は改善される。

東アジアの新興国の中には,非協力的な意味での最適政策さえ実施できていない国がある

かもしれない。この場合,環境政策の整備や行政的な管理手法に関する蓄積を持つ国が,制

度設計や実施上の問題点を克服するための援助や技術の提供を行えば被援助国の厚生は改

善される。たとえば,ガバナンスや技術的な理由で汚染者負担原則の導入が困難な国があつ

たとしよう。この国に対して汚染者負担原則の確立に向けた制度構築や行政上のノウハウの

移転といった援助を行えば,当該国の厚生は改善される.さ らに,そのための費用が十分に

低いならば,汚染物質の排出量が削減されることを通じて援助国の厚生も改善される。

7 ま とめ

本章では東アジアにおける越境汚染を念頭に置き,非協力的な環境政策の帰結と国際的な

援助政策の効果を考察した.本章のモデル自体は新 しいものではなく分析結果も標準的なも

のである。しかしながら,東アジアの共生という問題意識に引き寄せて考えることでいくつ

かの示唆を得る。

要素賦存量の相違が非協力的な環境政策に与える影響を考察した結果,一般に資本豊富国

ほど厳格な環境政策を採用することがわかった.逆に,直接投資を海外から受け入れ,効率

単位で測つた労働賦存量が相対的に少ない国では,緩やかな環境政策が採用されることも示
された。この結果を踏まえると,新興国と成熟国が並存する東アジアでは,経済的な状態の

多様さを反映して環境政策の乖離が生ずる可能性が高い .

29詳
細は付録 4を参照 .
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しかしながら,非協力的な均衡における環境政策の乖離は,東アジアにおいて越境汚染の

問題を克服 して共生を図ることを阻害するものではない.前節で考えた環境産業への条件つ

き援助は,援助国と被援助国の間で環境に対する評価が異なっているほど大きな厚生の改善

をもたらす。

また,環境行政を執行するうえでの障壁を取 り除くこともパ レー ト改善をもたらす。関係

する国々の公共部門における実務に即した援助やノウハウの移転が,戦略的な行動を誘発し

かねない高次の政策協調に先だって模索されるべきであろう.

本章で得られた結論は,い くつかのモデル構築上の制約に依存している。たとえば,効用

関数の特定化によって非協力均衡での分析は簡明になる一方で,最適反応関数のシフ トに伴

う政策の変化を無視 している.ま た,二国からなる小国モデルで分析を行つたが,多数国を

想定して東アジア地域以外の国々の行動も考慮 した一般均衡モデルでの分析も必要であろ

う.
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付録

付録1要素価格の決定

(1)式 に(3)式 と(4)式 を代入すれば ,

C″ (lty,r*+′
J)=P―

Z′
,

となる。上式 を微分すれ ば以下を得 る。

プーギ10,だ一十<Q

さらに(2)式 を微分 して ,

S/一千ザー手チ<0,Sy一手だ―ザン<0,

を得る.

付録2収入関数の性質

付録 1よ り明らかなように,財 と資本の世界価格と政策変数が与えられると他の要素価格

が決まる。さらに,生産要素の完全雇用条件を満たすように資本移動量と工業製品の生産量

が決まる。言い換えると,均衡において工業部門と農業部門で利用できる生産要素が与えら

れると,そ こでの収入最大化問題の解は均衡における生産量を表す。また,(12)式の双対表

現は, κ
JP≡ κ」+FJ, ZJP≡ ノ ーεfχ

J, 
として,

RJ(ρJ,V″
)=r珊

黒′{rノκ″ +ИノZJP+sJSJ:c″ =′
J,ε」y=1},   (A.1)

となる.(A.1)式 の1階条件より,以下のような標準的な特殊要素モデルを得る.但 し,本文

中に記載 したように内′点解の存在を仮定する.

c(Y(Иノ,r」 )χ
J+εイγ(И

ノ
,S′ )yノ =zJP,

c/r("ノ ,ry)χ
ノ
=丞PP,

(A.2)
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となる.これを,

国tl卦
として以後の分析 と関連する要素だけを書き下せば,以下のようになる。

ql=霧 =Ri=望瘍壁<Q

02=鮮 =衝 =多 =Rた 一
(≠)Ψ >Q

の 3=鮮 =噺 =#=R立 =一
け )⊆ 讐

壁 >Q

04=争 =π引=多 =尊 =(型
響

三
)暉羊 >Q

の2=#=昧 =(≠I鶴害<Q

のf#=Q戸 #=R鳥 =[#]幽響生a,

(A8)

(A.9)

なので,分割行列 に関す

(A.10)

(A.H)

(A.12a)

(A12b)

(A12c)

(A.12d)

(A.12c)

(A12o
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σ
"=#=R島 =け

)2望雫呈<Q

Q4=多 =■3=争 =R多 =卜
)些響

二 >Q

の4=1::「 =R浄 =―
(1'「)2土甲

二>Q

二i:|ど
≡ノεF/ど ,イγ≡ノθF/ε″であり,定義より,″Y+ギ =1,

収入関数は要素投入量に関する1次 同次関数であ り,

RJ(ρ′
,VJP)=Rズ κ

JP+Rピ ZJP+Rζ S」 ,

が成 り立つ.加えて,同 次関数の性質か ら,以下も成 り立つ .

(A.12h)

(A12i)

(A.la)

αγ+αy=1

(A.13)

(A.14a)

(A.14b)

(A.14c)

(A.15)

(A.16)

(A.17)

(A.18)

R'uKt' + nfuLrP + RfrSr = 0,

RLKt' + RlrLrP + R/rSr = 0,

Rt*K" +RrrrLJP +R3lrSJ =0.

また,直接的な計算から,

Rんθ≠Y+Rを Cμ =0,

R粂毛―Rを Rた一十4,

Cμ Rル +c/Rた =1,

叫アー略Rみ =(チド墜宇上生,

であることもわかる。

付録3 安定条件と比較静学分析

(1)安定条件

最初に汚染物質の発生と処理に関する安定条件を考える.′‐1期 に発生した汚染物質の処

理が′期に行われるような調整過程を考える.すなわち,

X(,t = Rtr(p' ,Kr + Fr ,LrP - c{,G X1,_1.,,sr ), (A19)

である。その他の市場は瞬時に調整されるとする.(14)式 を資本流入量について解 くと,

Fノ =F′ (4′ 1),P,rホ ), となり,(A.15)式を用いれば以下を得る.



″J _乾εf_ εμCF
″

/判)磁 κ  ♂ '

(A.19)式 に(A.20)式 を代入 して均衡の近傍で線形近似すれば ,

颯 )=(R/κ f与―RんσF)メ/→ =一
千

虜 /っ ,

ΩJI多
|]=aィ

ノタJ+a/グ′」+a′ルJ・

(A.21)

となる。ここで, 鵬弓)=χみ)一
χ」*で

ある。また最後の等式の導出には(A.17)式 を用いてい

る。(A.21)式 から,均衡の近傍における局所的な安定条件は,cF/ε√ <1,と なる.前期の

汚染物質の発生量が減少すれば,当期の処理量もまた減少して,当期の工業製品の生産に投

入できる労働が増加する。安定条件はこのようなフィー ドバック効果が収束することを求め

ている。

(2)比較静学分析

(13)～ (14)式に(8)式 を代入した上でこれを微分 して整理すれば以下のようになる。

(A.20)

(A.22)

(A23)

(A.24)

(A.25)
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下のようにまとめ

lTr' r)= (or)' (^'oaq' + a'f dtr + ar=dzr )'

上式と(A.12)式 を用いると(16)式 と(17)式の結果を得る.

(A.25)式 で表される効果を,工業製品の生産量に与える影響を例にとつて直感的に述べる

と以下のようになる。まず,環境の潜在価格が上昇すると,環境産業における労働投入係数

がθ″だけ上昇する.したがつて,他の事情を一定とすれば,工業製品や農産物の生産に投

入できる労働が圧ノ =―θ″χノだけ減少する。但し,環境の潜在価格の上昇によつて他の要

素価格は変化しない.したがつて,農産物の生産に投入される労働量は変化 しない.こ のた

め,利用できる労働量の減少による労働の超過需要のすべてが,工業製品の生産が減少する



ことで吸収 される.汚染処理の過程 も含めて考えると,湿ノ =(c♂ +`f)Δχ′
,と なるよう

に工業製品の生産量が変化するので,(16a)式の結果を得る.

資本税は二つの経路で工業製品の生産に影響 を与える.第一に,資本税の上昇によつて資

本が海外に流出するので,Mざ =1/Rを ,だけ国内で利用できる資本が減少する。これよ

り,工業製品の生産が,ど暉)=R姦 まも ,だけ減少する。第二に,資本税の上昇によつて

賃金率が低下するので,環境産業において労働の投入量が増加する.すなわち,財の生産部

門で利用できる労働が 壺ゝ =―ε落イ χJだ
け減少する.工業製品の生産は,労働量の減少に

よる直接効果 として, ど準 )=Rん型る だけ減少する.一方,労働の減少は資本の限界的な

生産性をFノ =Rん湿ィらだけ低下 させ るので資本が 重も =―(△FJ)/Rを だけ流出する。これ

によつて工業製品の生産が″%)=Rル
“

rぷ だけ減少する。このような効果をあわせると,

資本税の上昇による第 1次的なインパク トが,こり =J`ハ +Ⅸヒ)+κFι )の ように表 される .

(1')式 と(A.16)式 を用いると(16b)式のカッコ内がりけ を表 していることがわかる.但 し, こ

の第 1次的なインパク トによつて汚染の発生量は減少するので,工業製品の生産量が増える .

このフィードバック効果の乗数は,(16b)～ (16c)式のc(イ /(ε√+`f)=1/(1+εf/4Y)で表さ

れる.前述の安定条件はこの乗数過程が収束することを求めている.

汚染処理費用の負担水準についても同様の解釈が可能である。ただし,汚染負担水準の変

化は国内の生産者が直面する工業製品の生産者価格に影響を与えるので,直接的な効果とし

てκr=R浄ルノが加わる.

付録4 最適な環境政策の導出

(22)式をA国の環境の潜在価格で微分すれば以下を得る.

謡一寺Ⅸβ琴+βε′p♂―Rれ4+Rrc″χ′+εイGχ′)

(A26)
+r*イ ーZ′〃 ]・

収入関数の性質より,一 Rクプ +″ *イ
=―rt/, となることと,環境産業の費用関数より,

Rrc″χ′
=-9/ε

′6χ′
,Rrεイ

Gχ
′=(ε

ИG―
夕
′
C′

6)χ
ノ,と なることから,本文中の表現を得

る。

政策の変化による厚生効果を直感的に説明すれば以下のようになる。まず,環境政策の限

界的な強化によって汚染物質の排出量が減少する.こ のことは貨幣タームで測つて家計の

MWTPに相当するだけの厚生の改善をもたらす.一方で環境政策の強化によってェ業製品の

生産が減少するので国内の資本市場ではその超過供給が発生して資本が流出する。これによ
って資本税収が減少するのでこの効果は厚生を悪化させる方向にはたらく.ま た,環境政策
の強化は財の生産に投入できる生産要素を変化させる。ひとつは環境政策の強化によって環
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(A.29)

(A.30b)

(A.30d)

であり,(16)式を用いて書き下すと,

detΩノ=f4軍生撃14「

[器
+εttχ

J]<0,

となる.dct Ω=(dctΩ
′
)(dCtΩ

B)で
あるから,Ω は正則である。

後の分析のために, Ω
」の余因子をまとめてお く.

%=イ〃―〃〃=〆掃 [渉群司刈,¨
Ω12≡

~ノ刀 +χ/珂 =ε
βε滞(χ

」)2>0,

口 〃… 詳 編卜̈ イノイタ器 ]く
m

Ω21=~F/χ」+χノFJ=        >0,

Ω22≡ DノχノーχノDy=7≠千YI蕩戸[θ

flχ
′+i著

寺:]>0, (A.30e)
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Ω郎 ≡―D`Fき +FtDy=(cf+ε
′
r)θ

#γ ′J[(1+:≠[)θflχ
J+重

(ウ:#,F生]<0,  (A30o

Ω引=イ輝―イイー   手<0,  体309

Ω32≡
~つノχ/+χノ」2/=       1:[lε ttχ

′十■
わ評弔

竺
]<0,

(A30h)

Ω
"≡

%巧
′―イ″=澤も場器〒|[+多 )ε

ttχ
′+`鶴評二]>Q いの

上式の不等号は,単位費用関数の性質から導かれる.

付録5 J卜協力的な均衡の比較静学分析

A国の一階条件,B国の一階条件,A国の所得支出制約,B国 の所得支出をそれぞれ各国の

効用水準と環境の潜在価格で微分 して行列形式で表示すれば(27)式の
「

を得る.ま た,Fの

逆行列は以下のように与えられる。

β可 /△B  1/野
0  ィβ2嘲 /(琴△′)

0     -βεん/(Eノ△′)

1/△3         0

Ａ

留
　
　
　
め

上式を(28)式に代入 して計算すれば(29)～ (30)式の結果を得る。

また,上式を用いて(34)式を解くことによって,所得移転が環境政策に与える影響と(35)

式で表される厚生効果を得る。

29



参考文献

Arce,D.C and I Sandler(2002).Ragゴ θ″θ′P′ b′た Gοοθむr12ρο′οgノ6,PЮッおノο′,Fiηα′c,4g・ α′グ

Dθソ
`′

9ρ″,θ″′ИSS,s″′cθ.Stockholln:Almkvist att wickseH Intemational.

Atkinson,A.B.and N.Stem(1974).“ PigOu,Taxation and Public Goods,"Rθ νゴ
`″

c/Eθο″ο″た

srング′θs 41,pp.119… 128

Batra,R.and R Ramachandran(1980)"Multinational Filllls and thc Theory of lntcmational Tradc

and lnvcstrnentメ 'ン4″θrたα′E`ο″θ″′
`R`ッ

た郷″70,pp.278-290.

BrakJnan,S.and C,van Marrewjk(1998).rみ θE`θ′。〃たsQ√ Iη′θκ′α′′ο″αノrrα′,ル″.cambridge:

Cambridgc l」 nivcrsity Press.

Buchholz,W。,A Haupt and W Pctcrs(2005)."International En宙 ronmental Agrcemcnts and

Stratcgic Voting,"S6・ θ′″″αソ′αη」θγr,lα′9/Eθο″θ″′CS 107,pp.175-195.

Chao,C.C.and E.S.H.Yu(2007)."Trade Liberalization,Foreign Ownership,and the En宙 ronmcnt

in a Smal1 0pen Economy“ f″′θ″α′′ο″αノRθソ′a″ q/Ecο″θ″たsα′グJ鷲′α″
`θ

16,pp 471-477

Copeland,B.R.and M.S.Taylor(2003).rradθ  αれグルιE′ッルlθ″″θ″′「 Z力θθ′γα″ノEツ′ルκθ,Ncw
Jersey:Princeton I」 niversity Press.

Fucst,C.,and B.Huber(1999)."Can Tax Coordination Work?‖ F″α″zИrル′ソ56,pp.443-458.

Ihori,T。 (1996).“ IntCmational Public Goods and Contribution Productivity Differentials.''」θν″αノ9/
P夕 b′′c Ecο′θ″?′εS 61,pp.139-154.

Joncs,D S.(2006)."ASEAN and Transboundary Hazc Pollution in Southeast Asia"/s′ αEンκフθ

Jo夕″αノ4,pp.431-446.

Lahiri,S.,P.R.Raimondos― Moller,K.Wong and A.D.Woodland(2002)"Optimal Foreign Aid
and Transfer.“ Jθ′r″θ′げ Dθソθ′η″

`′
′Ecοηθ″たs67,pp 79¨ 99.

Marchand, M., P.Pcstieau, and M.Sato(2003)."Can Partial Fiscal Coordination be Welfare
Worscning?:A Model ofTax Compctition,"」 θ夕″αノq√ しケbα″ECο′θ″たs54,pp.451-458.

Mckong River Commission(2008)"An Asscssment Of Watcr Quality in the Lower Mekong River'

MRC Tcchnical Papcr 19

Quah, E.(2002)."TransbOpundary Ponution in Southeast Asia: Indonesian Fires," ″br′ノ

Dθソθlop′η
"′

30,pp.429‐441.

Tsakiris,H.,R Hat」 panayotou,and M.M.Michael(2008)."Pollution,CapitJ MobiHty and Tax

Policics with Unemployment,"Rθ ソた■'q/Dθνθ′9ρ″θ′′E`ο″ο″たs12,pp.223-236.

Vlad,V and S.Lahiri(2009)"Forcign lnvestment and En宙 ronmcnt in a North― South Model with

Cross Bordcr Pollution."/s,α ―Pαε′θ Jθノ用α′fAcθοン4′′′gα′ノEcθ′ο″たs16,pp.1-18.

井堀利宏(2005)「 国際公共財の供給と各国の経済厚生」『フィナンシャル・レビュー』75,

26-39頁 .

柳哲雄。植田和弘(2010)『 東アジアの越境環境問題 環境共同体の形成をめざして』九州大学出

版会 .

柳瀬明彦(20H)環境と国際経済」細田衛士編著『環境経済学』ミネルヴァ書房,255-280頁 .

30


